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横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する規則（平成５年規則第５号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

(一般廃棄物収集運搬業等の許可申請事項の変更) (一般廃棄物収集運搬業等の許可申請事項の変更) 

第23条 一般廃棄物収集運搬業等許可業者は、前

２条の申請書に記載した事項のうち、車両、船

舶その他の運搬施設の種類及び数量を変更しよ

うとするときは、あらかじめ、その旨を記載し

た許可申請事項変更申出書を市長に提出して、

承認を受けなければならない。 

 

２ 一般廃棄物収集運搬業等許可業者は、前２条

の申請書に記載した事項(取扱廃棄物の種類、収

集、運搬及び処分の別並びに前項に掲げるもの

を除く。)を変更したときは、変更した日から10

日以内に、その旨を記載した許可申請事項変更

届出書を市長に提出しなければならない。 

(平17規則54・一部改正) 

第23条 一般廃棄物収集運搬業等許可業者は、前

２条の申請書に記載した事項(取扱廃棄物の種

類、収集、運搬及び処分の別を除く。)の変更に

ついて、その旨を記載した許可申請事項の変更

に関する書類を市長に届け出なければならな

い。 

(平17規則54・一部改正) 

(許可基準) (許可基準) 

（省略） （省略） 

(一般廃棄物収集運搬業等の許可証の交付) (一般廃棄物収集運搬業等の許可証の交付) 

第25条 市長は、第21条又は第22条の規定による

申請書を受理した場合において、一般廃棄物収

集運搬業等の許可又は事業範囲の変更の許可を

したときは、／一般廃棄物収集運搬業／一般廃

棄物処分業／許可証を申請者に交付するものと

する。 

第25条 市長は、第21条又は第22条の規定による

申請書を受理した場合において、一般廃棄物収

集運搬業等の許可又は事業範囲の変更の許可を

したときは、／一般廃棄物収集運搬業／一般廃

棄物処分業／許可証（第19号様式）を申請者に

交付するものとする。 

２ 市長は、第23条第1項の規定により承認したと

きは、変更承認書を申請者に交付するものとす

る。 

 

３ 市長は、第23条第２項の規定により受理した

許可申請事項変更届出書が／一般廃棄物収集運

搬業／一般廃棄物処分業／許可証の記載事項に

係るものであるときは、新たな／一般廃棄物収

２ 市長は、第23条第２項の規定により受理した

許可申請事項変更届出書が／一般廃棄物収集運

搬業／一般廃棄物処分業／許可証の記載事項に

係るものであるときは、新たな／一般廃棄物収
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集運搬業／一般廃棄物処分業／許可証を交付す

るものとする。 

集運搬業／一般廃棄物処分業／許可証（第19号

様式）を交付するものとする。 

４ ／一般廃棄物収集運搬業／一般廃棄物処分業

／許可証は、他人に譲渡し、又は貸与してはな

らない。 

３ ／一般廃棄物収集運搬業／一般廃棄物処分業

／許可証（第19号様式）は、他人に譲渡し、又

は貸与してはならない。 

各種様式等の新旧対照表については次頁参照 
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一般廃棄物処理業許可基準等要綱（昭和46年）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（収集、運搬を業とする基準） （収集、運搬を業とする基準） 

第２条 収集、運搬を業とする場合の必要な人員

の基準は、次のとおりとする。 

第２条 収集、運搬を業とする場合の必要な人員

の基準は、次のとおりとする。 

（１）省略 （１）省略 

（２）省略 （２）省略 

（３）事務所については、使用に対する権利を

有することとし、そのうち主たる事務所に

は、固定電話を備え、常に連絡が取れる従

業員がいること。 

（３）事務所については、使用に対する権利を

有することとし、常に連絡が取れる体制を

整えておくこと。 

２ 収集、運搬を業とする場合の運搬車両の基準

は、次のとおりとする。 

２ 収集、運搬を業とする場合の運搬車両の基準

は、次のとおりとする。 

（１）運搬車両は３台以上保有することとし、１

車両あたりの最大積載重量は８ｔ以下であ

ること。 

（１）運搬車両は３台以上保有することとし、１

車両あたりの最大積載重量は８トン以下で

あること。 

（２）運搬車両は、一般廃棄物、汚水、臭気等が

飛散、流出及び漏洩するおそれのない構造で

あること。また、本市が運営する処理施設（焼

却工場（鶴見資源化センターを含む。）、南本

牧第５ブロック廃棄物最終処分場。以下「本

市処理施設」という。）に運搬する際は、原則

として自動ダンプ型、圧縮方式であること。 

（２）運搬車両は、一般廃棄物、汚水、臭気等が

飛散、流出及び漏洩するおそれのない構造で

あること。 

また、本市が運営する処理施設（焼却工場

（鶴見資源化センターを含む。）、南本牧第５

ブロック廃棄物最終処分場。以下「本市処理

施設」という。）に運搬する際は、原則として

自動ダンプ型、圧縮方式であることとし、磯

子検認所に搬入する際は、吸上車であるこ

と。 

（３）省略 （３）省略 

（４）省略 （４）省略 

（５）省略 （５）省略 

（６）運搬車両の色及び表示等詳細は、別紙「車 （６）運搬車両の色及び表示等詳細は、別紙
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両表示仕様書」のとおりとする。 「車両表示仕様書」のとおりとする。な

お、浄化槽汚泥等のし尿を含む汚泥、ディ

スポーザ排水処理システム汚泥（以下、「浄

化槽汚泥等」という。）の運搬車両の表示に

関する詳細は、横浜市浄化槽清掃業等許可

事務取扱要綱別紙１のとおりとする。 

（７）省略 （７）省略 

４ 収集、運搬を業とする場合の器材基準は、次

のとおりとする。 

４ 収集、運搬を業とする場合の器材基準は、次

のとおりとする。 

（１）省略 （１）省略 

（２）省略 （２）省略 

（新設） （３）浄化槽汚泥等の運搬車両に関する基準

は、横浜市浄化槽清掃業等許可事務取扱要

綱第２条第２項及び第３項のとおりとす

る。 

（処分を業とする基準） （処分を業とする基準） 

第３条 処分を業とする場合の施設及び処分地基

準は、次のとおりとする。 

第３条 処分を業とする場合の施設及び処分地基

準は、次のとおりとする。 

（１）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行

令で定める処理処分基準及び施設維持管理

基準を、適正に実施できる施設、処分地、

器材、人員等を保有すること。 

（１）廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行

令で定める処分等の基準及び施設の維持管

理基準を、適正に実施できる施設、処分

地、器材、人員等を保有すること。 

（２）省略 （２）省略 

（３）省略 （３）省略 

（４）省略 （４）省略 

（５）省略 （５）省略 

（６）省略 （６）省略 

（船舶による業の基準） （船舶による業の基準） 
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（遵守事項） （遵守事項） 

第５条 一般廃棄物処理業に関しての遵守事項

は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下

「廃棄物処理法」という。）、横浜市廃棄物等

の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例

及び規則、並びに収集、運搬を業とする場合に

はごみ処理施設等搬入事務取扱要綱及び交通関

係法規に規定するもののほか、次のとおりとす

る。 

第５条 一般廃棄物処理業に関しての遵守事項

は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下

「廃棄物処理法」という。）、横浜市廃棄物等

の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例

及び規則、並びに収集、運搬を業とする場合に

はごみ処理施設等搬入事務取扱要綱及び交通関

係法規に規定するもののほか、次のとおりとす

る。 

（１）省略 （１）省略 

（２）許可の有効期間中に本市が実施する一般

廃棄物処理業者を対象とした講習会・研修

会を、指示に従って受講すること。 

（２）許可の有効期間中に本市が実施する一般

廃棄物処理業者を対象とした講習会・研修

会等を、指示に従って受講すること。 

（３）省略 （３）省略 

（４）省略 （４）省略 

（５）省略 （５）省略 

（６）省略 （６）省略 

（業の許可申請に係る添付書類等） （業の許可申請に係る添付書類等） 

第６条 規則第21条の規定による業の許可申請に

係る添付書類等は、次のとおりとする。ただ

し、申請に際して官公庁が交付する書類等は交

付日が申請日以前３か月以内のものに限る。 

第６条 規則第21条の規定による業の許可申請に

係る添付書類等は、次のとおりとする。ただ

し、申請に際して官公庁が交付する書類等は交

付日が申請日以前３か月以内のものに限る。 

なお、直近の許可更新／変更許可／申請書に

添付した書類及び図面（以下、「添付書類等」

という。）と記載内容に変更が無い場合に限

り、本条第１項第３号ウ、エ、第４号、第５

号、第７号（登記事項証明書を除く）、第８号

イ、ウ、エ、オ、ケ（写真を除く）及び第９号

ア、ウ、エ、オ、カを省略することができる。

ただし、変更がない場合であっても、資源循環

局長が必要と認める添付書類等についてはこの
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限りではない。 

（１）事業計画書（総括表（様式１の１）及び

個別表（様式１の２）） 

（１）事業計画書 

（新設） ア 取扱廃棄物の種類に浄化槽汚泥等を含

まない場合 

（新設） （ア）事業計画書（総括表）（様式１の

１） 

（新設） （イ）事業計画書（個別表）（様式１の

２） 

（新設） イ 取扱廃棄物の種類に浄化槽汚泥等を含

む場合 

（新設） （ア）事業計画書（総括表）（様式１の

１） 

（新設） （イ）事業計画書（個別表）（様式１の

２） 

（新設） （ウ）事業計画書（浄化槽汚泥等）（様式

１の３） 

（新設） ウ 取扱廃棄物の種類が浄化槽汚泥等のみ

の場合 

（新設） （ア）事業計画書（浄化槽汚泥等）（様式

１の３） 

（２）省略 （２）省略 

ア 省略 ア 省略 

イ 省略 イ 省略 

ウ 省略 ウ 省略 

（３）省略 （３）省略 

ア 省略 ア 省略 
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イ 省略 イ 省略 

ウ 省略 ウ 省略 

エ 省略 エ 省略 

（４）省略 （４）省略 

（５）省略 （５）省略 

ア 省略 ア 省略 

イ 省略 イ 省略 

ウ 省略 ウ 省略 

エ 省略 エ 省略 

（６）省略 （６）省略 

（７）定款又は寄付行為の写し及び商業登記簿

謄本（法人の場合。ただし、商業登記簿謄

本の目的欄に一般廃棄物処理業が明記され

ていること。） 

（７）定款又は寄付行為の写し及び登記事項証

明書（法人の場合。ただし、登記事項証明

書の目的欄に一般廃棄物処理業が明記され

ていること。） 

（８）省略 （８）省略 

ア 省略 ア 省略 

イ 省略 イ 省略 

ウ 省略 ウ 省略 

エ 省略 エ 省略 

オ 省略 オ 省略 

カ 省略 カ 省略 

キ 運搬車両等の自動車検査証等の写し キ 運搬車両等の自動車検査証記録事項等

の写し 

ク 運搬車両等の写真（斜め前方及び斜め

後方） 

ク 運搬車両等の写真（車両表示、車両番

号及び前後左右の４面が確認できるも
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の） 

ケ 省略 ケ 省略 

（９）省略 （９）処分を業とする場合の必要書類 

ア 省略 ア 省略 

イ 省略 イ 省略 

ウ 省略 ウ 省略 

エ 省略 エ 省略 

オ 省略 オ 省略 

カ 省略 カ 省略 

（10）その他資源循環局長が必要と認める書類

及び図面 

（10）その他資源循環局長が必要と認める書類

及び図面等 

（許可申請事項の変更に係る提出書類等） （許可申請事項の変更等） 

第８条 規則第23条第１項の規定による許可申請

事項の変更に係る提出書類等は、次のとおりと

する。 

第８条 規則第23条第１項の規定による許可申請

事項の変更のうち、浄化槽法第36条第１号に規

定するその事業の用に供する施設の数量及び処

理能力（最大積載量）を変更しようとするとき

は、あらかじめ、その旨を記載した次の書類を

市長に提出し、承認若しくは不承認を受けなけ

ればならない。 

（１）省略 （１）許可申請事項変更申出書（様式13） 

（２）省略 （２）申請書の添付書類等に記載した事項を変

更しようとするときは、その書類等 

２ 規則第23条第２項の規定による許可申請事項

の変更に係る提出書類等は、次のとおりとす

る。 

２ 規則第23条第１項の規定による許可申請事項

（前項に掲げるものを除く。）を変更したとき

は、変更した日から10日（法人で登記事項証明

書の添付を必要とする場合は30日）以内に、そ

の旨を記載した次の書類を提出しなければなら

ない。 
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（１）省略 （１）省略 

（２）省略 （２）省略 

（許可証等の交付） （変更承認書等の交付） 

第９条 規則第25条第１項又は第３項の規定によ

り許可等をしたときは、一般廃棄物収集運搬業

／一般廃棄物処分業／許可証（様式15）を申請

者に交付するものとする。 

第９条  

２ 規則第25条第２項の規定により承認したとき

は、変更承認書（様式16）を申請者に交付する

ものとする。 

第８条第１項の規定により提出された記載内

容について、横浜市一般廃棄物収集運搬業（浄

化槽汚泥等）許可事務運用基準（別紙２）に基

づき、承認したときは変更承認書（様式15の

１）を、不承認したときは変更不承認通知書

（様式15の２）を申請者に交付するものとす

る。 

（運搬車両の新規登録に係る提出書類）  

第10条 運搬車両の新規登録に係る許可申請事項

の変更について、前条第２項の規定により変更

承認書が交付されたときは、速やかに次の書類

を提出すること。 

 

（１）新規車両登録申出書（様式17）  

（２）当該車両の自動車検査証の写し  

（３）当該車両の写真（斜め前方及び斜め後

方） 

 

（事業の廃止等に係る提出書類） （事業の廃止等に係る提出書類） 

第11条 規則第28条第１項の規定による事業の廃

止に係る提出書類は、次のとおりとする。 

第11条 規則第28条第１項の規定による事業の廃

止に係る提出書類は、次のとおりとする。な

お、法人で登記事項証明書の添付を必要とする

場合に限り、廃止した日から30日以内に次の資

料を提出することとする。 
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（１）省略 （１）省略 

（２）一般廃棄物収集運搬業／一般廃棄物処分

業／許可証（様式15） 

（２）一般廃棄物収集運搬業／一般廃棄物処分

業／許可証 

（３）省略 （３）省略 

２ 省略 ２ 省略 

（１）省略 （１）省略 

（２）一般廃棄物収集運搬業／一般廃棄物処分

業／許可証（様式15） 

（２）一般廃棄物収集運搬業／一般廃棄物処分

業／許可証 

（３）省略 （３）省略 

（新設） （浄化槽等清掃業に係る特例） 

（新設） 第14条の２ 横浜市浄化槽清掃業等許可事務取扱

要綱に規定する吸上車両については、第２条第

２項第１号、第４項第２号、第５項第３号、第

４号、第５号、第６号の規定は適用しない。 

各種様式等の新旧対照表については次頁参照 
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